
第124期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

大 日 本 印 刷 株 式 会 社

株　主　各　位

2018年6月1日

　法令及び当社定款第15条の規定に基づき、第124期定時株主総会招集
ご通知の添付書類から記載を省略した事項は次のとおりでありますので、
ご高覧賜りますようお願い申しあげます。

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の 
………概要及び当該体制の運用状況の概要 2～9頁

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する 
………基本方針（会社の支配に関する基本方針） 10～12頁

連結計算書類の「連結注記表」…………………………………………………… 13～20頁

計算書類の「個別注記表」………………………………………………………… 21～27頁
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業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要及び
当該体制の運用状況の概要

会社法及び会社法施行規則に基づいて取締役会が決議した、当社の業務並びに当社
及び当社子会社から成る企業集団（DNPグループ）の業務の適正を確保するための
体制の整備の内容の概要及び当該体制の運用状況の概要は次のとおりであります。

（1） 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制
①DNPグループ全社員（取締役を含む）の行動の規範として制定した「DNPグループ
行動規範」をDNPグループ全社員に配布するとともに、研修等を通じてその徹底
を図る。
【運用状況の概要】
当社企業倫理行動委員会を中心に、各種研修等を通じて「DNPグループ行動
規範」の周知徹底を図っている。

②当社取締役会は、原則として月1回開催し、「取締役会規則」に基づきその適切な
運営を確保するとともに、取締役は相互に職務の執行を監督する。また、独立性
を有する社外取締役を選任することにより、取締役の職務執行の適法性を牽制
する機能を確保する。さらに業務執行取締役は、「組織規則」、「職務権限規程」、
「稟議規程」その他の社内規則等に則ってその権限を行使するとともに、当社
各基本組織を担当する執行役員又は組織長の業務執行を監督することにより、
法令定款違反行為を未然に防止する。 
なお、当社は監査役会設置会社であり、独立性を有する社外監査役を含む各監
査役は、取締役の職務執行について、当社監査役会の定める監査基準及び分担
に従い、監査を実施する。
【運用状況の概要】
当期は取締役会を11回開催し、「取締役会規則」に基づき重要事項につき審議・
決定し、適切な運営が行われた。業務執行取締役は諸規則に則ってその権限
を行使するとともに、当社各基本組織を担当する執行役員又は組織長の業務
執行を監督している。そして、独立性を有する社外取締役2名が、取締役の
業務執行を監督している。
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各監査役においては、取締役の職務執行について、当社監査役会の定める
監査基準及び分担に従い、監査を実施している。

③当社企業倫理行動委員会は、「DNPグループ・コンプライアンス管理基本規程」
に基づき、DNPグループにおける業務の適正を確保するための体制等の構築
及び運用を統括する。
【運用状況の概要】
当社企業倫理行動委員会は、毎月1回開催し、DNPグループにおける業務の
適正を確保するための体制等の構築及び運用を統括している。

④情報開示委員会、CSR・環境委員会、情報セキュリティ委員会、発明報償裁定
委員会、中央防災会議等及び特定の法令等を主管する本社各基本組織は、当社
企業倫理行動委員会の統括のもと、その主管する分野について、他の各基本
組織及び各グループ会社に対し検査・指導・教育を行う。
【運用状況の概要】
各専門の委員会、中央防災会議及び特定の法令等を主管する本社各基本組織は、
その主管する分野について、他の各基本組織及び各グループ会社に対して、
実地検査や集合研修等を通じて、適切に検査・指導・教育を実施している。

⑤当社各基本組織の長は、「DNPグループ・コンプライアンス管理基本規程」に
基づき、それぞれの業務内容等に照らして自部門に必要な体制・手続を自律的に
決定し、実施・点検・評価・改善を行う。 
【運用状況の概要】
当社各基本組織の長は、自部門における必要な体制・手続を自律的に決定し、
実施している。これらについては、各基本組織の長がそれぞれの運用状況を
確認し、当期末までに自部門の業務の点検・評価・改善の結果を「部門確認書」
として取り纏め、当社企業倫理行動委員会に報告している。当社企業倫理
行動委員会は、その結果について各法令等を主管する本社各基本組織に
伝達し、本社各基本組織はその状況を確認し、必要に応じて各基本組織に
対して指導・教育を実施している。

⑥当社監査室は、「内部監査規程」に基づき、業務執行部門から独立した立場で、
当社各基本組織及び各グループ会社に対して、業務の適正を確保するための
体制等の構築・運用状況等についての内部監査及び指導を行う。
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【運用状況の概要】
当社監査室は、業務執行部門から独立した立場で、監査計画に則り、当社
各基本組織及びグループ会社の内部監査及び指導を実施している。当社監査室
の行った内部監査及び指導の結果は、当社代表取締役社長、当社監査役及び
会計監査人に報告している。

⑦当社企業倫理行動委員会は、DNPグループにおける内部通報の窓口である「オー
プンドア・ルーム」を社内外に設置し、また資材調達先及び業務委託先からの情報
提供の窓口である「サプライヤー・ホットライン」を設置し、社員の法令違反等
に関する通報・情報を受け、その対応（通報者に対して不利な取扱いをしないこと
を含む）を行う。
【運用状況の概要】
通報制度については、その周知・徹底を図り、適切に運用している。

⑧財務報告に係る内部統制の整備・運用及びその評価・報告については、当社取締
役会において定める「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本
方針書及び基本計画書」に基づいて対応し、法令等への適合性と財務報告の
信頼性を確保する。 
【運用状況の概要】
当社は、「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本方針書及び
基本計画書」に基づいて、当社及びグループ会社の内部統制の整備及び運用
状況の評価を行うことにより、法令等への適合性と財務報告の信頼性の確保
に努めている。

⑨反社会的勢力との関係遮断に向けた体制については、「DNPグループ行動規範」
において反社会的勢力との企業活動を一切行わないことを定め、これを遵守する
とともに、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合には関係遮断を
可能とする取り決めを、各取引先との間ですすめる。また、反社会的勢力による
不当要求に備えて、DNPグループでは警察、弁護士等の外部専門機関との連携
を強化する。
【運用状況の概要】
当社は、反社会的勢力との関係遮断に向けた取り組みを積極的に推進して
おり、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合には関係遮断を可能
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とする取り決めを各取引先との間で継続してすすめている。また、反社会的
勢力に関する情報収集や反社会的勢力による不当要求に備えて、警察、弁護士
等の外部専門機関との連携強化を図っている。

（2） 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
DNPグループにおけるコンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害、製品

安全、インサイダー取引及び輸出管理等の経営に重要な影響を及ぼすリスクの管理
については、当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本組織
において、規程等の整備、研修の実施等を行い、リスクの未然防止に努めるとともに、
リスク発生時には、DNPグループにおける損失を回避・軽減するため、速やかに
これに対応する。また、当社企業倫理行動委員会の統括のもと、定期的にリスクの
棚卸しを行い、経営に重要な影響を及ぼす新たなリスクについては、速やかに対応
すべき組織及び責任者を定める。
【運用状況の概要】
当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本組織は、経営
に重要な影響を及ぼすリスクを選定し、そのリスクに対応すべき組織及び
責任者を定めている。各専門の委員会及び本社各基本組織は、そのリスクに
係るコンプライアンス評価等を実施し、リスクの未然防止に努めている。
その活動内容については、当社企業倫理行動委員会に報告されている。

（3） 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制
①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と
して、取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜開催する。
また、公正かつ効率的な経営の意思決定に資するため、構成員を独立社外役員
とする諮問委員会を設置し、取締役の報酬や候補者の指名などの重要事項に
ついて助言・提言を得るとともに、専務以上の取締役からなる経営会議を開催し、
経営上の重要な案件について検討・審議を行う。
【運用状況の概要】
上記（1）②【運用状況の概要】に加え、諮問委員会において、取締役の報酬
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や候補者の指名などの重要事項について審議が行われ、助言・提言を受けた。
また当期は経営会議を19回開催し、経営上の重要な案件について検討・審議
を行った。

②取締役会の決定に基づく職務の執行については、業務執行取締役は、「組織
規則」、「職務権限規程」、「稟議規程」その他の社内規則等で定める範囲において、
当社各基本組織を担当する執行役員又は組織長へ適切な権限委譲を実施する
ことにより、業務執行の効率化を図る。
【運用状況の概要】
諸規則を整備することにより、業務執行取締役の権限を、当社各基本組織を
担当する執行役員又は組織長へ適切に委譲し、業務執行の効率化を推進して
いる。

③各グループ会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための
体制については、それぞれの企業規模・特性等を勘案して、各グループ会社が
自律的に、「取締役会規則」に基づく取締役会の適宜開催、及び「組織規則」、
「職務権限規程」、「稟議規程」その他の社内規則等に基づく適切な権限委譲が
実施できるよう指導することにより、職務執行の効率化を図る。
【運用状況の概要】
各グループ会社は、各社の事業内容、規模等に照らして適切な諸規則を整備
することにより、各社の取締役の職務執行の効率化を図っている。

（4） 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報は、取締役会議事録、各専門の委員会議事録、

稟議書その他の文書又は電子文書に記載・記録する。また、これらの情報を記載・
記録した文書及び電子文書を、「情報セキュリティ基本規程」並びに「文書管理基準」
及び「電子情報管理基準」に従って、適切かつ安全に、検索性の高い状態で、これ
らの基準に定める期間保存・管理する。
【運用状況の概要】
取締役の職務の執行に係る情報は、文書又は電子文書に記載・記録し、諸規程
に従い、担当部門にて適切に保存・管理している。
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（5） 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①DNPグループにおける業務の適正を確保するため、DNPグループ全社員（取締役
を含む）が「DNPグループ行動規範」に則って行動すべく、研修等を通じてこれら
の徹底を図るとともに、業務の適正を確保するための体制等の構築及び運用に
関して、「DNPグループ・コンプライアンス管理基本規程」及び「関係会社管理
規程」を制定し、各グループ会社には、これらを基礎として、それぞれ諸規程を
制定・整備するよう指導する。
【運用状況の概要】
上記（1）①【運用状況の概要】に加え、各グループ会社は、当社の「DNPグループ・
コンプライアンス管理基本規程」及び「関係会社管理規程」を基礎として、
本社各基本組織の指導のもと、それぞれの諸規程を制定・整備している。

②各グループ会社には、前号の方針等に基づき、それぞれの企業規模・特性等を
勘案して、親会社との事前協議事項又は事後報告事項を定めた「稟議規程」等
の諸規程を自律的に整備させ、各グループ会社の取締役等の重要な職務執行に
関する当社への報告体制を構築・運用させるとともに、その職務執行が、法令及び
定款に適合すること及び効率的に行われることを確保する。その他、事業内容・
規模等に照らして自社に必要な体制・手続を自律的に決定し、実施・点検・評価・
改善を行うよう指導する。
【運用状況の概要】
各グループ会社は、当社との事前協議事項又は事後報告事項を定めた「稟議
規程」等の諸規程を整備するとともに、各社の事業内容、規模等に照らして
適切な体制を整備している。これらについては、各グループ会社がそれぞれの
運用状況を確認し、当期末までに「部門確認書」として取り纏め、当社企業倫理
行動委員会に報告している。当社企業倫理行動委員会は、その結果について
各法令等を主管する本社各基本組織に伝達し、本社各基本組織はその状況
を確認し、必要に応じて各グループ会社に対して指導・教育を実施している。

③当社監査室、当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本
組織は、前各号の実施状況について、監査もしくは検査、指導・教育を行う。
【運用状況の概要】
当社監査室、当社企業倫理行動委員会、各専門の委員会その他の本社各基本
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組織は、各グループ会社の体制・手続の実施状況について、監査もしくは検査、
指導・教育を行っている。

（6） 当社監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの
独立性に関する事項 
①当社監査役会は、当社監査役の職務を補助するため、監査役室を設置し、専任の
スタッフを置く。なお、当社監査役の当該スタッフに対する指示の実効性を確保
するため、当該スタッフに対し、適切な調査・情報収集権限を付与する。
【運用状況の概要】
当社は、当社監査役を補助する専任のスタッフを1名選任している。当社は、
当該スタッフに対し、業務執行の実効性を確保するため、適切な調査・情報
収集権限を付与している。

②監査役室スタッフは、当社監査役の指揮命令の下にその職務を執行する。なお、
当該スタッフの人事考課、異動、懲戒等については、当社監査役会の同意を得る。
【運用状況の概要】
監査役室スタッフは、取締役等の指揮命令から独立して、当社監査役の指揮
命令の下にその職務を執行している。また、当該スタッフの人事考課、異動、
懲戒等については、当社監査役会の同意を得ている。

（7） 当社及び当社子会社の取締役及び使用人等が当社監査役に報告をするための体制、
監査役の職務執行に伴う費用に係る方針、その他監査役への報告に関する体制
及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①当社監査役は、必要に応じて、いつでもDNPグループの取締役及び使用人等に
対して、業務執行等に関する報告を求めることができるものとし、DNPグループ
の取締役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者は、当社監査役から
報告を求められた場合は、速やかに報告を行う。
【運用状況の概要】
監査役は取締役等の指揮命令から独立した立場にあり、当社及びグループ
会社の業務執行に関し、適宜必要なタイミングで取締役及び使用人等に報告
を求める権限を有している。また、DNPグループの取締役及び使用人等は、
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当社監査役から報告を求められた場合は速やかに対応している。
②当社取締役は、法令に違反する事実その他DNPグループに著しい損害を与える
おそれのある事実を発見したときは、当社監査役に対して当該事実を直ちに
報告する。
【運用状況の概要】
当社取締役には会社法に定められている監査役への報告義務について周知
徹底を図っている。

③当社監査室及び当社企業倫理行動委員会は、DNPグループに対する監査内容、
DNPグループにおける業務の適正を確保するための体制等の構築・運用状況等
について、それぞれ定期的に当社監査役へ報告する。
【運用状況の概要】
当社監査室及び当社企業倫理行動委員会は、当社監査役と会合を持ち、適時
に当社監査役への報告を行った。

④当社監査役は、グループ会社監査役連絡会を開催し、グループ会社監査役との
間で意見交換を行う。
【運用状況の概要】
当社及びグループ会社の監査役は、適宜連絡会を開催し、相互に情報や意見
交換を行った。

⑤当社監査役の職務の執行上必要と認める費用については、当社が負担するもの
とし、当社監査役会は、事前・事後に当社に請求できる。
【運用状況の概要】
当社監査役の職務に関する費用は当社に必要と認められる範囲において当社
負担としている。

⑥当社代表取締役社長は、定期的に、当社監査役会と意見交換を行う。
【運用状況の概要】
当社代表取締役社長と当社監査役会の会合を設け、意見交換を行った。
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会社の支配に関する基本方針

（1） 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する
者のあり方は、最終的には株主全体の意思に基づいて決定されるべきであり、会社
の支配権の移転を伴う買収提案に応じるか否かの判断についても、最終的には、
株主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えます。
しかし、当社株式の大量買付行為の中には、大量買付者のみが他の株主の犠牲
の上に利益を得るような大量買付行為、株主が買付けに応じるか否かの判断を
するために合理的に必要な期間・情報を与えない大量買付行為、大量買付け後の
経営の提案が不適切である大量買付行為、大量買付者の買付価格が不当に低い
大量買付行為等、株主共同の利益を毀損するものもあり得ます。
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方として、当社の
企業理念を理解し、当社の様々なステークホルダーとの信頼関係を築きながら、
企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させることができる者
でなければならないと考えます。したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を
毀損するおそれのある不適切な大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の
方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

（2） 会社の支配に関する基本方針の実現のための取り組み
この基本方針に基づき、当社株式の大量買付けが行われる場合の手続を定め、
株主が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、
大量買付者との交渉の機会を確保することで、当社の企業価値・株主共同の利益の
確保・向上に資するために、当社は、買収防衛策を導入しており、2016年6月29日
開催の当社第122期定時株主総会において継続の承認を得ました（以下、継続後の
プランを「本プラン」）。本プランの概要は次のとおりであります。
①買付説明書及び必要情報の提出

株券等保有割合が20%以上となる当社株式の買付け等をする者（以下「買
付者」）は、買付行為を開始する前に、本プランに従う旨の買付説明書、及び買付
内容の検討に必要な、買付者の詳細、買付目的、買付方法その他の情報を、当社
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に提出するものとします。
②独立委員会による情報提供の要請
下記（3）に記載された独立委員会（以下「独立委員会」）は、買付者より提出

された情報が不十分であると判断した場合は、買付者に対して、回答期限（最長
60日）を定めて、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。また、
当社取締役会に対して、回答期限（最長30日）を定めて、買付けに対する意見、
代替案等の提示を求めることがあります。

③独立委員会の検討期間
独立委員会は、買付者及び当社取締役会から情報を受領した後60日間の評価

期間をとり、受領した情報の検討を行います。なお、独立委員会は、買付者の
買付け等の内容の検討、買付者との協議・交渉、代替案の作成等に必要とされる
合理的な範囲内（最長30日）で期間延長の決議を行うことがあります。
④情報の開示
当社は、買付説明書が提出された事実及び買付者より提供された情報のうち
独立委員会が適切と判断する事項等を、独立委員会が適切と判断する時点で
株主の皆様に開示します。

⑤独立委員会による勧告
独立委員会は、買付者が本プランに従うことなく買付け等を開始したと認めら

れる場合、又は独立委員会における検討の結果、買付者の買付け等が当社の
企業価値ひいては株主共同の利益を害するおそれがあると判断した場合は、
当社取締役会に対して、本プランの発動（新株予約権の無償割当て）を勧告します。
なお、独立委員会は当該勧告にあたり、本プランの発動に関して事前に株主総会
の承認を得るべき旨の留保を付すことがあります。
⑥当社取締役会による決議
当社取締役会は、独立委員会からの勧告を最大限尊重して、新株予約権の無償
割当ての実施又は不実施に関して決議します。なお、当該決議を行った場合は、
速やかに、当該決議の概要の情報開示を行います。
⑦大量買付行為の開始
買付者は、当社取締役会が新株予約権の無償割当ての不実施を決議した後に、

買付け等を開始するものとします。
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（3） 独立委員会の設置
本プランを適正に運用し、取締役の恣意性を排するためのチェック機関として、
独立委員会を設置します。独立委員会の委員は3名以上とし、公正で客観的な判断を
可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、
当社社外監査役、又は社外の有識者の中から選任するものとし、当社社外取締役の
塚田忠夫氏及び宮島司氏並びに当社社外監査役の松浦恂氏が就任しております。

（4） 本プランの合理性
本プランは、買収防衛策に関する指針等の要件を完全に充足していること、株主

意思を重視するものとなっていること、経営陣から独立した独立委員会の判断が
最大限尊重されること等の点で、合理性のあるプランとなっております。そのため、
本プランは、当社の上記基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものでは
なく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

なお、本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトをご覧
ください。
（http://www.dnp.co.jp/topic/__icsFiles/afieldfile/2016/06/29/info_1600629_1.pdf）

以　上
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「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」
1． 連結の範囲に関する事項
（1） 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　105社

主要な連結子会社の名称
　 丸善CHIホールディングス㈱、北海道コカ・コーラボトリング㈱、
　㈱インテリジェント ウェイブ、㈱トゥ・ディファクト、㈱DNPテクノパック、
　㈱DNPファインケミカル、㈱DNPロジスティクス

　 当連結会計年度より、㈱ライブラリー・アカデミーを、新規設立により連結の範囲
に含めております。
　 また、㈱DNPカラーテクノ亀山他1社は、清算結了等により連結の範囲から
除外しております。

（2） 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
　㈱DNPテクノリサーチ

連結の範囲から除いた理由
　 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2． 持分法の適用に関する事項
（1） 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　18社

主要な会社等の名称
　 日本ユニシス㈱、ブックオフコーポレーション㈱、
　㈱文教堂グループホールディングス、㈱オールアバウト、
　教育出版㈱、DICグラフィックス㈱、
　Photronics DNP Mask Corporation、MK Smart Joint Stock Company、
　Photronics DNP Mask Corporation Xiamen

当連結会計年度より、Photronics DNP Mask Corporation Xiamen他2社を、
新規出資等により持分法の適用範囲に含めております。

連結注記表
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また、SDフューチャーテクノロジー㈱は、清算結了により持分法の適用範囲から
除外しております。

（2） 持分法を適用していない非連結子会社・関連会社及び持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社（㈱DNPテクノリサーチ他）は、
当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法
の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他24社の期末決算日は12月
31日、丸善CHIホールディングス㈱他25社の期末決算日は1月31日でありますが、
連結計算書類の作成にあたってはそれぞれ同日現在の財務諸表を使用しております。
また、㈱インテリジェント ウェイブの期末決算日は6月30日、㈱モバイルブック・
ジェーピー他1社の期末決算日は9月30日、DNP田村プラスチック㈱の期末決算日は
10月31日であるため、それぞれ仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
上記の決算日または仮決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。

4． 会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

・有価証券  
その他有価証券  
　時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法
  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定しております。）
　時価のないもの  主として移動平均法による原価法
・デリバティブ  主として時価法
・たな卸資産  貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定しております。
商　　　　　品  主として個別法による原価法
製 品 、 仕 掛 品  主として売価還元法による原価法
原　　材　　料  主として移動平均法による原価法
貯　　蔵　　品  主として最終仕入原価法による原価法
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（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産  当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用しております。
（リース資産を除く）  ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。

  また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、
主として3年間で均等償却する方法を採用しております。

  在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。
・無形固定資産  主として定額法を採用しております。
（リース資産を除く）  なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。
・リース資産  （所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。
  （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

（3） 重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金  従業員に対して翌連結会計年度に支給する賞与のうち、当連結
会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

・補修対策引当金  一部の製品に生じた不具合に対して、今後必要と見込まれる
補修対策費用を合理的に見積もり、支払見込額を計上しており
ます。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（主として6年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定年数（主として9年）による定率法により計算した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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（5） 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（6） のれんの償却に関する事項
のれんについては、20年以内のその効果の発現する期間にわたって定額法により
償却することとしております。当連結会計年度においては、主として5年間の均等
償却を行っております。

「表示方法の変更に関する注記」
（連結損益計算書）
1．前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「為替差損」
（前連結会計年度584百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より
区分掲記しております。

2．前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「減損損失」
（前連結会計年度895百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度より
区分掲記しております。

「会計上の見積りの変更に関する注記」
（補修対策引当金）

当社は、一部の製品に生じた不具合に対して、従来は、現地調査結果及び補修実績、
当社内での試験結果等に基づき、今後見込まれる補修対策費用を引当金として計上してお
りました。
当連結会計年度において、現地調査及び補修工事が相当程度進捗し、取引先等の協力も
得ながら不具合製品との関連付けも進んだ結果、補修が必要と見込まれる対象に関する新
たな情報を収集することが可能となったことから、これらの情報に基づき、今後見込ま
れる補修対策費用を引当金として計上する方法に変更しております。
これにより当連結会計年度において、税金等調整前当期純利益が53,500百万円減少して
おります。
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「連結貸借対照表に関する注記」
1． 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1） 担保に供している資産

　建物及び構築物 2,031百万円
　土　地 5,108百万円
　その他 401百万円

計 7,542百万円

（2） 担保に係る債務
　短期借入金 400百万円
　一年内返済長期借入金 724百万円
　長期借入金 2,543百万円
　その他 0百万円

計 3,669百万円

2． 有形固定資産の減価償却累計額 1,127,690百万円

3． 受取手形割引高 664百万円

「連結損益計算書に関する注記」
（減損損失）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場    所 用    途 種    類

埼玉県加須市  他 遊休資産  他 建物及び構築物、土地、その他

当社グループは、減損損失の算定に当たり、主として損益の単位となる事業グループを
基準に資産のグルーピングを行っております。また、貸与資産、遊休資産については個別
物件ごとに減損の検討を行っております。
この結果、収益性が低下した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（5,952百万円）として特別損失に計上しております。
その内訳は、建物及び構築物3,579百万円、土地1,870百万円、その他502百万円であり
ます。
なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却
価額については不動産鑑定評価等を基準として算定しております。
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「連結株主資本等変動計算書に関する注記」
1． 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
　普　通　株　式　　　　　　　324,240,346株

2． 配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2017年6月29日
定時株主総会 普通株式 9,851 16 2017年3月31日 2017年6月30日

2017年11月9日
取締役会 普通株式 9,658 16 2017年9月30日 2017年12月8日

（2）  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2018年6月28日
定時株主総会 普通株式 9,658 利益剰余金 32 2018年3月31日 2018年6月29日
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「金融商品に関する注記」
1． 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しており、資金
調達については、銀行からの借入や社債の発行により必要な資金を調達しております。
デリバティブ取引は、為替や金利等の変動リスクを回避するために利用しており、投機
目的のためのデリバティブ取引は行わないこととしております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内の規程に沿ってリスク低減を
図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期
ごとに時価の把握を行っております。

2． 金融商品の時価等に関する事項
2018年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）  現金及び預金 242,781 242,781 ―
（2）  受取手形及び売掛金 354,241 354,241 ―
（3）  有価証券及び投資有価証券 365,212 396,698 31,486 

資産計 962,235 993,721 31,486 
（1）  支払手形及び買掛金 248,993 248,993 ― 
（2）  短期借入金 44,794 44,794 ― 
（3）  社債 110,890 113,532 2,642 
（4）  長期借入金 14,419 14,429 10 

負債計 419,098 421,750 2,652 
デリバティブ取引  （＊）
ヘッジ会計が適用されていないもの  500 500 ― 
ヘッジ会計が適用されているもの （20） （20） ― 
デリバティブ取引計 480 480 ― 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と
なる項目については、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
（1） 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（3）有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関から提示
された価格等によっております。
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負　債
（1） 支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（3） 社債
　当社グループの発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格
のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

（4） 長期借入金
　長期借入金の時価については、主として元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金の
一部は、金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該
金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
 ①ヘッジ会計が適用されていないもの
　時価の算定方法は、先物為替相場または取引先金融機関から提示された価格等に基づいて
おります。
②ヘッジ会計が適用されているもの
　時価の算定方法は、先物為替相場または取引先金融機関から提示された価格等に基づいてお
ります。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「負債（４）
長期借入金」参照）。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区　　分 連結貸借対照表計上額
非　上　場　株　式 50,696 
そ　の　他 105 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「資産（３）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

「1株当たり情報に関する注記」
1株当たり純資産額 3,493円78銭
1株当たり当期純利益 90円76銭

（注）2017年10月1日をもって、普通株式2株を1株の割合で株式併合を行っております。当連結会計
年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を
算定しております。
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「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
1． 有価証券の評価基準及び評価方法
（1） 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（2） その他有価証券

・時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法
  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。）
・時価のないもの  移動平均法による原価法

2． デリバティブの評価基準  時価法

3． たな卸資産の評価基準及び評価方法  貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定しております。

（1） 商 品 個別法による原価法
（2） 製品、仕掛品 売価還元法による原価法
（3） 原 材 料 移動平均法による原価法
（4） 貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

 
4． 固定資産の減価償却の方法
（1） 有形固定資産  定率法

 （リース資産を除く）  ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。

  また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産につい
ては、3年間で均等償却する方法を採用しております。

（2） 無形固定資産  定額法
 （リース資産を除く）  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用して
おります。

（3） リース資産  （所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法を採用しております。
  （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

個別注記表
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5． 引当金の計上基準
（1） 貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

（2） 賞与引当金  従業員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、
当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており
ます。

（3） 役員賞与引当金  役員に対して翌事業年度に支給する賞与のうち、当事
業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。

   ①退職給付見込額の期間帰属方法
    退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。

    ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定年数（6年）による定額法により費用
処理しております。

    数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（9年）に
よる定率法により計算した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

    なお、当事業年度において、確定給付企業年金制度に
つきましては、年金資産が退職給付債務を上回っている
ため、前払年金費用として貸借対照表の投資その他
の資産に計上しております。

  （5） 環境対策引当金  「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関
する特別措置法」により処理が義務付けられているPCB
廃棄物の処理に係る費用等について、当事業年度末に
おける見込額を計上しております。

  （6） 補修対策引当金  一部の製品に生じた不具合に対して、今後必要と見込
まれる補修対策費用を合理的に見積もり、支払見込額を
計上しております。
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6． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1） 退職給付に係る会計処理  退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2） 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。

「表示方法の変更に関する注記」
（貸借対照表）

前事業年度において「投資その他の資産」の「その他の投資その他の資産」に含めて
おりました「前払年金費用」（前事業年度47,033百万円）については、重要性が高まった
ため、当事業年度より区分掲記しております。

（損益計算書）
前事業年度において区分掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券売却損」

（当事業年度67百万円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度においては、「その他
の特別損失」に含めて表示しております。
なお、前事業年度における「投資有価証券売却損」は、978百万円であります。

「会計上の見積りの変更に関する注記」
（補修対策引当金）

当社は、一部の製品に生じた不具合に対して、従来は、現地調査結果及び補修実績、
当社内での試験結果等に基づき、今後見込まれる補修対策費用を引当金として計上して
おりました。
当事業年度において、現地調査及び補修工事が相当程度進捗し、取引先等の協力も得な
がら不具合製品との関連付けも進んだ結果、補修が必要と見込まれる対象に関する新たな
情報を収集することが可能となったことから、これらの情報に基づき、今後見込まれる補修
対策費用を引当金として計上する方法に変更しております。
これにより当事業年度において、税引前当期純利益が 53,500 百万円減少しております。
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「貸借対照表に関する注記」
1． 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
2． 関係会社に対する短期金銭債権  37,960百万円
関係会社に対する長期金銭債権  11,210百万円
関係会社に対する短期金銭債務  363,748百万円

3． 有形固定資産の減価償却累計額  873,007百万円
4． 受取手形割引高  660百万円

「損益計算書に関する注記」
1． 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

2． 関係会社との取引高 
売　上　高 71,612百万円
仕　入　高 778,872百万円
営業取引以外の取引高 57,725百万円

3． 減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場    所 用    途 種    類

埼玉県加須市  他 遊休資産  他 建物、土地、その他

当社は、減損損失の算定に当たり、損益の単位となる事業グループを基準に資産のグルー
ピングを行っております。また、貸与資産、遊休資産については個別物件ごとに減損の検討
を行っております。
この結果、収益性が低下した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（3,951百万円）として特別損失に計上しております。
その内訳は、建物1,966百万円、土地1,831百万円、その他153百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額
については不動産鑑定評価等を基準として算定しております。
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「株主資本等変動計算書に関する注記」
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当 期 増 加
株 式 数

当 期 減 少
株 式 数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 47,741,362 12,062,315 37,399,951 22,403,726

1．2017年10月1日をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、普通株式
2株を1株とする株式併合を行っております。

2．普通株式の自己株式数の増加12,062,315株の内訳は、以下のとおりであります。
（株式併合前）
・単元未満株式の買取りによる増加  20,759株
・2017年5月12日の取締役会において決議した自己株式の取得を 
  実施したことによる増加  12,037,000株

（株式併合時・株式併合後）
・株式併合に伴う割当端数株式の買取りによる増加  1,492株
・単元未満株式の買取りによる増加  3,064株

3．普通株式の自己株式数の減少37,399,951株の内訳は、以下のとおりであります。
（株式併合前）
・単元未満株式の売渡しによる減少  305株
・2017年5月12日の取締役会において決議した自己株式の消却を 
  実施したことによる減少  15,000,000株

（株式併合時・株式併合後）
・株式併合による減少  22,399,408株
・単元未満株式の売渡しによる減少  238株
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「税効果会計に関する注記」
1． 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
2． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
投資有価証券評価損 17,313百万円
補修対策引当金 11,359百万円
減損損失 10,478百万円
税務上の繰越欠損金 6,331百万円
貸倒引当金 3,254百万円
退職給付引当金 2,839百万円
賞与引当金 2,301百万円
その他 15,995百万円
繰延税金資産小計 69,875百万円
評価性引当額 △　 41,762百万円
繰延税金資産合計 28,113百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △　 71,325百万円
前払年金費用 △　 15,695百万円
その他 △　 10百万円
繰延税金負債合計 △　 87,031百万円
繰延税金負債の純額 △　 58,918百万円
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「関連当事者との取引に関する注記」

子会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所有）
割　合

関連当事者
との関係

取引の
内　容

取引
金額 科目 期末

残高

子会社 株式会社DNPテクノパック （所有）
直接100%

当社製品
の製造

製品等
の仕入＊1 188,102 買掛金 36,416

設備賃貸料
の受取＊2 9,384 ― ―

子会社 株式会社DNPデータテクノ （所有）
直接100%

当社製品
の製造

製品等
の仕入＊1 132,464 買掛金 18,724

子会社 株式会社DNPファインオプトロニクス （所有）
直接100%

当社製品
の製造

製品等
の仕入＊1 104,140 買掛金 10,752

配当金
の受取＊3 8,692 ― ―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
＊1．製品等の仕入については、市場価格等を勘案して、検討・交渉の上決定しております。
＊2．設備賃貸料の受取については、一般的な取引条件を参考として、賃貸料を決定しております。
＊3．配当金については、財務状況を勘案して配当額を決定しております。

「1株当たり情報に関する注記」
1 株当たり純資産額 2,444円02銭
1 株当たり当期純利益 60円52銭

（注）2017年10月1日をもって、普通株式2株を1株の割合で株式併合を行っております。当事業年度の
期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定
しております。

以　上
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